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補助事業者名 （社）海外コンサルティング企業協会 

 

１．補助事業の概要 

（１）事業の目的 

ア．連携型技術協力支援調査事業 

 地域振興について我が国が有する産業育成や環境保全、人材育成などの分野での知

見を活用し、それらの途上国への適用可能性について検討を行い、技術協力支援に結

びつけ、我が国機械産業の途上国への進出に貢献することを目的とする。 

 

イ．官民パートナーシップ事業発掘形成調査支援事業 

 官民連携事業のプロジェクト発掘・形成のため、有望な途上国に対して調査団を派

遣し、現地政府関係者との協議を行い、プロジェクトサイトの現地踏査や現行の組織・

制度・メーカー・銀行・ディベロッパーとの協力を通して、具体的な案件の事業化を

図る。また、O&M サービスにおいて独自の O&M コントラクトの可能性も追求して事業化

を目指すことを目的とする。 

 

（２）実施内容 http://www.ecfa.or.jp/japanese/index.html 

ア．連携型技術協力支援調査事業 

産業育成、環境保全、人材育成等、我が国が有する知見について、日本国内で情報収

集や現地調査を実施し、開発途上国において適用可能な我が国の経験・ノウハウを把握

するとともに、開発途上国でのコンサルティング活動に豊富な経験を有する開発コンサ

ルタントの協力を得て、海外現地調査を実施し、当該国・地位のニーズに照らしつつ、

技術協力支援の方向性を調査し、それらの知見を活かした産業育成、地域振興の方策を

検討・提言した。 

 

イ．官民パートナーシップ事業発掘形成調査支援事業 

インフラニーズが高く、民間投資のポテンシャルが大きい開発途上国に対して、官民

協同案件の事業化のための調査団を派遣し、現地政府関係者との協議を行うとともに、

現行の組織・制度に関する情報収集並びにプロジェクトサイトの踏査等、予備調査を実

施した。 

 

２．予想される事業実施効果 

ア．連携型技術協力支援調査事業 

 本事業により、開発途上国におけるエネルギー開発や環境対策並びにインフラ整備
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等の分野において、我が国のノウハウ・知見を活用できる優良案件の発掘・形成がで

きたと言える。今後、具体的な ODA 案件としての実現を通じ我が国のプラント・機器

等の輸出を含めた機械産業振興に大きく寄与するものと考えられる。 

 

イ．官民パートナーシップ事業発掘形成調査支援事業 

 本事業により、民間資金を活用した途上国のインフラ整備やエネルギー開発に資す

る優良なプロジェックトを発掘・形成することができた。これらの調査は、今後さら

なる現地政府との交渉、民間側のパートナーの組成、詳細な実施可能性調査が必要と

なるが、いずれも我が国の企業による事業実施が期待できる事業であり、ひいては我

が国の優れた技術・機器・プラント等の輸出を含む機械産業振興に大きく寄与するも

のと考えられる。 

 

３．本事業により作成した印刷物 

①Pre-feasibility study for Small Hydroelectric Power Development in The Destitute      

     MountainousArea in Mindanao  in the Philippines 

②Preliminary Study for Rural Electrification of Eastern Province in Rwanda 

③Project Formulation Study on Nairobi Metropolitan Development Planning Project 

④East Jakarta Industrial Area (EJIA) Revival and Jakarta Bay Industrial Zone (JBIZ) 

Development Plan 

⑤Pre-Feasibility Study for Geothermal Power Development Projects in Scattered 

Islands of East Indonesia 

⑥Lao P.D.R Final Report for the Project Formation Study Cash-crop Agriculture 

Promotion in the East-West Corridor Area in Lao PDR  

⑦Decentralized Biofuel Supply Chain Development Study in Lao PDR – Application 

of Biofuel Supply Chains for Rural Development and Lao Energy Security Measures- 

⑧Preliminary Study on Wind Power Development for Isolated Islands in Viet Nam 

⑨Study on the PPP Project Finding for Hanoi North Water Supply System in Viet Nam 

 

４．事業内容についての問い合わせ 

団 体 名 ： 社団法人 海外コンサルティング企業協会 

（シャダンホウジン カイガイコンサルティングキギョウキョウカイ） 

住 所 ： 105-0003 

東京都港区西新橋一丁目 6番 13 号 虎ノ門吉荒ビル 

代表者名： 会長 高橋 修（タカハシ オサム） 

担当部署： 補助事業担当（ホジョジギョウタントウ） 

担当者名： 内藤 貴子（ナイトウ タカコ） 
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電話番号： 03-3593-1171 

Fax 番号： 03-3593-1172 

E - m a i l： naito@ecfa.or.jp 

U R L ： http://www.ecfa.or.jp/ 
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